
振

とができた。

成果
また

興

、中小企業経営者等に

係

よるパネルディスカッ

7

ションや、子ども向け

1

のコマ製作教室を併催

1

し、出場者のみならず、幅

広い世代に対して情報発信することができた。

　参加高校生に対し市内企業の情報をＰＲする手法を検討する。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 各種大会参加チーム数（チーム） 111 123 144 150 150
指標

指標
　近隣市町で同様の事業を実施している自治体はない。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,621 245 7,002 2,378 合計 7,002,220 円
需用費 177,660 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 5,740,000 円
使用料及び賃借料

一般財源 4,621 245 7,002 2,378 1,084,560 円

職員人件費　② 2,345 388 1,543 1,548

総事業費（①＋②） 6,966 633 8,545 3,926

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　

１

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

産業振興

基本施策 商工

平

業
施策体系

施策の内容

成

工業の振興

目
　
　
　
的

３

　若年技術者の技術・

０

技能の向上を図ること

年

主
た
る
内
容

「高校生コ

度

マ大戦」を産業振興セ

評

ンターで開
を目的とし

価

た大会等を実施し、全

）

国からの参 催する。
加

刈

者及び来場者に向け、

谷

「ものづくりのまち 　

市

また、「愛知県工業高

事

校生ロボット競技大
刈

務

谷」をアピールし、人

事

材育成や雇用促進を 会

業

」を共催する。
目指す

評

。

位
置
づ
け

関連計画

根

価

拠法令 刈谷市中小企業

シ

振興基本条例

対象者 高

ー

校生 事業期間 平成２６

ト

年度 ～

実施方法 □直営

（

　■委託　□指定管理

様

　□補助・助成　■そ

式

の他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　

産

実
　
績

２８年度実績 ２

業

９年度実績 ３０年度実

環

績 ３１年度計画

・第4

境

回全国高校生コマ大戦

部

参・第5回全国高校生

一

コマ大戦参・第6回全

般

国高校生コマ大戦参・

会

第7回全国高校生コマ

計

大戦参
　加高校数 　加

高

高校数 　加高校数 　加

校

高校数
　　35校11

生

1チーム 　　30校1

コ

23チーム 　　38校

マ

112チーム 　　30

大

校100チーム
　　上

戦

位16チームに副賞及

等

び 　　上位16チーム

開

に副賞及び ・第12回

催

愛知県工業高校生ロ
　

事

　参加者全員に参加賞

業

を授 　　参加者全員に

担

参加賞を授 　ボット競

当

技大会
　　与 　　与 　

課

　20校30チーム
※

商

高校生コマ大戦協賛事

工

業に ・第11回愛知県

業

工業高校生ロ ・全国高

振

等専門学校ロボット
　

興

て実施 　ボット競技大

課

会 　コンテスト201

款

9　東海北陸
　　22

項

校32チーム 　地区大

目

会　
　　10校20チ

担

ーム
　全国から集まっ

当

た次代のものづくり人

係

材を担う高校生に対し

工

て、「ものづくりのま

業

ち刈谷」をＰＲするこ



興係
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　「

平

高校生コマ大戦」を開

成

催することで、多くの

３

来場者に
・法的業務

普

１

通
対して「ものづくり

年

のまち刈谷」をＰＲす

度

る機会を得るこ
必要性

（

・市民ニーズ、社会需

平

要 とができた。
・市民

成

生活上必要である　な

３

ど

　隔年開催の予定で

０

あった「高校生コマ大

年

戦」を㈱中部経
・コス

度

トの節減、費用対効果

評

高い
済新聞社と本市と

価

で、毎年交互に主催す

）

ることで、各主催
効率

刈

性 ・執行体制の効率性

谷

者の経費負担を軽減し

市

つつ、イベントの連続

事

性を確保する
・手段の

務

最適性　など ことがで

事

きた。

　自動車関連産

業

業の集積地である本市

評

の特性に合致し、東
・

価

市が主体となって実施

シ

する
高い

海地域のほか

ー

全国の工業高校生が多

ト

数参加するイベントで

（

妥当性 　べき事業であ

様

るか あるため、参加者

式

及び来場者に対して「

２

ものづくりのまち
・総

）

合計画との整合性　な

会

ど 刈谷」をＰＲする絶

計

好の機会となった。

　

名

技能五輪全国大会の開

担

催を契機として、若年

当

者の技術向

施策への ・

部

施策への貢献度
普通

上

産

に資するイベントに継

業

続的に関与することで

環

、次代を担
・目標達成

境

度 うものづくり人材の

部

育成支援と市民に対す

一

る技能尊重機運
貢献度

般

・市民サービスへの効

会

果　など の醸成に寄与

計

することができた。

今

高

後の方向性 □拡充　■

校

現状維持　□改善・効

生

率化　□縮小　□終期

コ

設定　□休止・廃止

　

マ

奇数年である平成31

大

年度は中部経済新聞社

戦

を主催者として、「名

等

古屋モーターショー」

開

会場内において全国高

催

校生
コマ大戦を開催す

事

る。

業
担当

Ｃ
 
　

課

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

商

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

工業振興課

款 項 目 担当係 工業振



振

　数　　  　　　　

興

　　49人 　ミナー受

係

講者数　　　10人 　

7

ナー受講者数　　　　

1

26人 　進セミナー受

1

講者数　20人
※中小企業活性化事業として ※中小企業活性化事業として ・中小企業人材育成支援補助 ・中小企業人材育成支援補助
　実施 　実施 　　　　　　　　　　2社6人 　　　　　　　　　10社50人

市内企業の従業員に対し、階層別・テーマ別の研修を行い企業の経営基盤強化に寄与するとともに女性の活躍を推進する

成果
機運向上の一助となった。

階層別・テーマ別研修へ参加する企業が固定化してきているため、過去に参加実績のない企業への研修の周知を図ってい

く。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 セミナー・講演会参加者数（人） 142 80 110 100 100
指標
活動 申請件数（件） ― ― 2 10 15
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 10,894 15,000 合計 10,893,793 円
委託料 10,765,240 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 128,553 円

一般財源 0 0 10,894 15,000

職員人件費　② 0 0 3,858 3,870

総事業費（①＋②） 0 0 14,

Ｄ

752 18,870

建

　

設
事
業

全体事業費（単

　

位：千円） 0 ３０年度

　

特定財源名称

３０年度

Ｏ

までの累積事業費 0

２

　

年度以降の事業費見込

　

0

∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　

１

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

産業振興

基本施策 商工

平

業
施策体系

施策の内容

成

工業の振興

目
　
　
　
的

３

　市内中小企業の経営

０

基盤の強化及び人材育

年

主
た
る
内
容

〇人材育成

度

支援
成を図る。 　職歴

評

、階層別及びテーマ別

価

に研修を実施す
　 　る

）

。
〇女性活躍支援
　人

刈

事担当者及び女性管理

谷

職に向けた講演会
　や

市

ワークショップを開催

事

する。
〇中小企業人材

務

育成支援
　中小企業基

事

盤整備機構、中部職業

業

能力開発
　促進センタ

評

ー、刈谷商工会議所が

価

開催する
　各種研修制

シ

度を利用した市内の事

ー

業所に所
　属する経営

ト

者及び従業員に対し、

（

その経費
　の一部を補

様

助する。

位
置
づ
け

関連

式

計画

根拠法令 刈谷市中

１

小企業振興基本条例、

）

中小企業人材育成支援

会

事業補助金交付要綱

対

計

象者 市内企業 事業期間

名

平成３０年度 ～

実施方

担

法 □直営　■委託　□

当

指定管理　■補助・助

部

成　□その他

産業環境部

一般会

Ｂ
　

計

事
　
業
　
実
　
績

２８年

中

度実績 ２９年度実績 ３

小

０年度実績 ３１年度計

企

画

・企業人材パワーア

業

ップセミ ・企業人材パ

人

ワーアップセミ ・企業

材

人材パワーアップセミ

育

・企業人材パワーアッ

成

プセミ
　ナー受講者数

支

　　　　79人 　ナー

援

受講者数　　　　61

事

人 　ナー受講者数　　

業

　　57人 　ナー受講

担

者数　　　　60人
・

当

女性の活躍推進セミナ

課

ー受 ・企業のための女

商

性活躍推進 ・女性活躍

工

推進セミナー受講 ・女

業

性のための起業応援セ

振

ミ
　講者数　　 　　

興

　　 14人 　セミナ

課

ー受講者数　　 9人

款

　者数　　　　　　　

項

　27人 　ナー受講者

目

数　　　　20人
・女

担

性活躍推進後援会参加

当

者 ・子育て女性の再就

係

職応援セ ・女性のため

工

の起業応援セミ ・子育

業

て女性向け女性活躍推
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

市内

平

中小企業は取引先から

成

の値下げ要求や増産対

３

応に追わ
・法的業務

高

１

い
れ、自社での従業員

年

育成に人、時間、費用

度

いずれも割くこ
必要性

（

・市民ニーズ、社会需

平

要 とができない状態で

成

ある。そのため、中小

３

企業の従業員の
・市民

０

生活上必要である　な

年

ど 人材育成を支援して

度

経営基盤の強化や雇用

評

の安定を図るこ
とは、

価

地域の産業振興に必要

）

と考える。
市内中小企

刈

業の従業員に対し、継

谷

続的な指導を直接行う

市

た
・コストの節減、費

事

用対効果
高い

め、短期

務

的な効果に留まらず、

事

将来に亘って企業に貢

業

献で
効率性 ・執行体制

評

の効率性 きる人材を育

価

成することができる。

シ

また、研修を通じて様

ー

・手段の最適性　など

ト

々な業種の参加者が交

（

流する機会も生むこと

様

から、事業の
効率性は

式

高い。
従業員の人材育

２

成など職業能力や技術

）

向上のための研修機
・

会

市が主体となって実施

計

する
高い

会の提供は、

名

雇用、就労の安定確保

担

において、妥当な取組

当

妥当性 　べき事業であ

部

るか みであると考える

産

。
・総合計画との整合

業

性　など

従業員の育成

環

は、中小企業の経営基

境

盤強化に繋がるもので

部

施策への ・施策への貢

一

献度
高い

あり、本市の

般

商工業振興における貢

会

献度は高い。また、企

計

・目標達成度 業の経営

中

課題に対して具体的な

小

支援施策を提示してい

企

くに
貢献度 ・市民サー

業

ビスへの効果　など は

人

、コンシェルジュだけ

材

では解決できない問題

育

もあり、関
係機関との

成

連携が不可欠である

今

支

後の方向性 □拡充　■

援

現状維持　□改善・効

事

率化　□縮小　□終期

業

設定　□休止・廃止

人

担

材育成の効果は短期的

当

な測定が困難ではある

課

が、企業ニーズは高く

商

、質の高い研修を継続

工

的かつ直接受講できる

業

本
事業の方策は有効で

振

あると考える。
また、

興

起業を検討する女性や

課

子育て中の女性の再就

款

職支援等、女性活躍を

項

推進する事業の展開は

目

有効であると考える
。

担当係 工

Ｃ
 
　
Ｈ
 

業

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

振

∧
　
評
　
価
　
∨



1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 2,465 2,700 合計 2,465,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 2,465,000 円

一般財源 0 0 2,465 2,700

職員人件費　② 0 0 2,315 774

総事業費（①＋②） 0 0 4,780 3,474

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

１

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 産業振興

基

（

本施策 商工業
施策体系

平

施策の内容 商業の活性

成

化

目
　
　
　
的

　創業及

３

び創業者の成長を促進

０

するため、創

主
た
る
内

年

容

　創業時に必要な事

度

務所賃借料、法人化、

評

販
業等に要する費用を

価

支援することで、事業

）

の 売促進に要する経費

刈

及び創業後の事業規模

谷

拡
円滑な運用を促す。

市

大に要する経費の一部

事

を補助する。
○対象経

務

費　
　　事業所賃借料

事

（上限600,000

業

円）
　　法人登記等に

評

係る経費（上限150

価

,000円）
　　販売

シ

の促進に係る経費（上

ー

限250,000円）

ト

○補助率　1/2

位
置

（

づ
け

関連計画

根拠法令

様

刈谷市創業者支援事業

式

補助金交付要綱

対象者

１

事業期間 平成２９年度

）

～

実施方法 □直営　□

会

委託　□指定管理　■

計

補助・助成　□その他

名 担当部 産業環境部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

一

績

２８年度実績 ２９年

般

度実績 ３０年度実績 ３

会

１年度計画

　 ・認定件

計

数　4件 ・認定件数　

創

　　　　1件 ・認定件

業

数　3件
　 ・交付件数

者

　　　　　4件 ・交付

支

件数　3件
　 ・交付額

援

　　2,465,00

事

0円
　
　　　――――

業

―――

　創業時に必要

担

な事業に要する経費の

当

一部を補助することに

課

より、事業の安定的な

商

運用に寄与することが

工

できた。

成果

　創業時

業

に必要な事業に要する

振

経費の一部を補助する

興

ことで、創業の一助と

課

なった。今後も補助事

款

業のＰＲ・周知徹底を

項

図る必要がある。
課題

目

指標名称（単位）
実績

担

値 目標値

２８年度 ２９

当

年度 ３０年度 ３１年度

係

３年度

活動 認定件数（

商

件） ― 4 1 3 4
指標

指

業

標
　補助条件に差はあ

振

るが、碧南市で補助事

興

業を行っている。
他市

係

との 　碧南市予算額　

7

10,000千円
比較

1

検証



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　創業者を支援

平

することで、新しい産

成

業や雇用の機会を創
・

３

法的業務
高い

出し、地

１

域経済の活性化を促す

年

ことに繋がるため、起

度

業・
必要性 ・市民ニー

（

ズ、社会需要 創業の行

平

いやすい環境を整える

成

必要がある。
・市民生

３

活上必要である　など

０

　創業における支援を

年

商工会議所と連携する

度

ことで、創業
・コスト

評

の節減、費用対効果
普

価

通
時及び将来に向けた

）

適切なアドバイスを、

刈

経験豊かな商工
効率性

谷

・執行体制の効率性 会

市

議所うの経営指導員が

事

行うことで、最も効率

務

的に行うこ
・手段の最

事

適性　など とが期待で

業

きる。

　刈谷市中小企

評

業振興基本条例では、

価

施策の基本方針とし
・

シ

市が主体となって実施

ー

する
高い

て「創業の支

ト

援及び事業の承継の円

（

滑化を図る」としてい

様

妥当性 　べき事業であ

式

るか る。そのため、創

２

業の支援できる環境を

）

整備することで、
・総

会

合計画との整合性　な

計

ど 創業後の安定した発

名

展を期待できると考え

担

る。

　創業後の安定し

当

た経営を継続するため

部

、事業計画の作成

施策

産

への ・施策への貢献度

業

高い
支援や経営相談を

環

行える環境を身近に整

境

備することで、地
・目

部

標達成度 域経済の活性

一

化と新しい産業や雇用

般

の機会の創出に繋がる

会

貢献度 ・市民サービス

計

への効果　など と考え

創

る。

今後の方向性 □拡

業

充　■現状維持　□改

者

善・効率化　□縮小　

支

□終期設定　□休止・

援

廃止

　創業者支援事業

事

は創業時の経費の一部

業

支援を行うと共に、事

担

業計画の作成及び創業

当

後の経営相談など、創

課

業の支援
を身近に受け

商

れる環境を整備するた

工

め、刈谷商工会議所と

業

連携して実施している

振

。
　創業時の経費を軽

興

減することで、安定し

課

た経営を促し、持続的

款

な発展と地域の活性化

項

に貢献を図るため、事

目

業を継
続していく。

担当係 商

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

業

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

振

　
評
　
価
　
∨

興係

7 1 1



こ

とにより、問題解消の一助となる支援を行うことができた。

　グループ企業による申請が目立ち、補助の交付対象事業者に偏りが見られため、多くの事業者に本制度を利用してもら

えるような、周知方法の検討が必要である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 中小企業合同企業説明会出展支援補助金申請件数（ ― 16 20 15 15
指標 件）
活動 中小企業求人情報発信支援補助金申請件数（件） ― ― 3 5 5
指標

碧南市15,000千円（合同企業説明会出展補助も含む）
他市との 　
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 2,330 4,105 6,500 合計 4,105,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 4,105,000 円

一般財源 0 2,330 4,105 6,500

職員人件費　② 0 775 772 774

総事業費（①＋②） 0 3,105 4,877 7,274

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

１

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 産業振興

基本

（

施策 商工業
施策体系

施

平

策の内容 雇用・就労の

成

安定確保

目
　
　
　
的

　

３

若年労働者の減少や高

０

齢化等による労働の

主

年

た
る
内
容

〇中小企業合

度

同企業説明会出展支援

評

担い手不足問題を解消

価

するため、中小企業者

）

　市内の中小企業者が

刈

、市外で開催される合

谷

の求人活動を支援する

市

。 　同企業説明会へ出

事

展する際に、出展料の

務

一
　部を補助する。
〇

事

中小企業求人情報発信

業

支援
　就職情報サイト

評

を活用して求人を行う

価

事業
　者に対し、掲載

シ

にかかる費用の一部を

ー

補助
　する。

位
置
づ
け

ト

関連計画

根拠法令 中小

（

企業合同企業説明会出

様

展支援事業補助金交付

式

要綱、中小企業求人情

１

報発信支援補助金交付

）

要綱

対象者 市内事業者

会

事業期間 平成２９年度

計

～

実施方法 □直営　□

名

委託　□指定管理　■

担

補助・助成　□その他

当部 産業環境部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

会

績

２８年度実績 ２９年

計

度実績 ３０年度実績 ３

人

１年度計画

　 ・補助件

材

数　　　　 16件 出

確

展料補助 出展料補助
　

保

・補助金額　2,33

事

0,200円 ・補助件

業

数　　　　 20件 ・

担

補助件数　　　　 1

当

5件
　 ・補助金額　3

課

,645,000円 ・

商

補助金額　4,500

工

,000円
　 掲載料補

業

助 掲載料補助
　　　―

振

―――――― ・補助件

興

数　　　　　3件 ・補

課

助件数　　　　　5件

款

・補助金額　　460

項

,000円 ・補助金額

目

　2,000,000

担

円

　中小企業者の問題

当

である人材不足の解消

係

のため、求職者とのマ

工

ッチングの機会である

業

企業説明会等の出展小

振

間料の補助

成果
及び就

興

職情報の提供、企業の

係

人材確保等を目的とし

5

て開設された大手就職

1

情報サイトへの求人情

1

報の掲載料を補助する



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　企業説明会への

平

出展、大手就職情報サ

成

イトへの求人情報
・法

３

的業務
高い

の掲載は、

１

中小企業者の抱える人

年

材不足の問題解消、雇

度

用
必要性 ・市民ニーズ

（

、社会需要 の安定の一

平

助となるため支援する

成

必要がある。
・市民生

３

活上必要である　など

０

　

　出展料の補助を行

年

うことが、直接的に雇

度

用の増加につな
・コス

評

トの節減、費用対効果

価

普通
がるかの評価は困

）

難であるため、交付企

刈

業に対する採用状
効率

谷

性 ・執行体制の効率性

市

況の確認を継続して実

事

施し、事業効果を上げ

務

るため情報の
・手段の

事

最適性　など 蓄積と工

業

夫を行う必要がある。

評

　若年労働者の減少や

価

高齢化等による人材不

シ

足解消のため
・市が主

ー

体となって実施する
高

ト

い
、企業説明会への出

（

展や大手就職情報サイ

様

トへ求人情報を
妥当性

式

　べき事業であるか 掲

２

載する中小企業者を支

）

援することは、本市の

会

産業振興を
・総合計画

計

との整合性　など 進め

名

るうえで必要であると

担

考える。

　企業説明会

当

への出展に対する補助

部

、大手就職情報サイト

産

施策への ・施策への貢

業

献度
普通

への求人情報

環

掲載に対する補助であ

境

るため、中小企業者の

部

・目標達成度 抱える人

一

材不足の解消への直接

般

的な効果については、

会

その
貢献度 ・市民サー

計

ビスへの効果　など 後

人

の企業努力も問われる

材

と考える。

今後の方向

確

性 □拡充　□現状維持

保

　■改善・効率化　□

事

縮小　□終期設定　□

業

休止・廃止

　申請企業

担

の偏りや申請状況を整

当

理し、人材の不足感を

課

抱える中小企業者に幅

商

広く制度利用の周知を

工

行っていくとと
もに、

業

本補助制度を利用する

振

ことによる翌年度以降

興

の採用結果の効果測定

課

を行うため、補助金交

款

付企業に対して調査
を

項

行い、より効果的な制

目

度設計を検討していく

担

。

当係 工

Ｃ
 
　
Ｈ

業

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

振

　
∧
　
評
　
価
　
∨

興係

5 1 1



興

おいて同様の補助制度

係

を設ける自治体はない

5

他市との
比較検証

1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 0 6,600 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 6,600

職員人件費　② 0 0 0 774

総事業費（①＋②） 0 0 0 7,374

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

１

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 産

（

業振興

基本施策 商工業

平

施策体系
施策の内容 雇

成

用・就労の安定確保

目

３

　
　
　
的

　高年齢者、

０

障害者、母子家庭の母

年

等の就職

主
た
る
内
容

　

度

厚生労働省・都道府県

評

労働局「特定求職者
困

価

難者の雇用機会の増大

）

を図る。 雇用開発助成

刈

金（特定就職困難コー

谷

ス）」の
支給決定を受

市

けた市内の事業者に対

事

して補助
金を交付する

務

。
○補助額
　対象労働

事

者1人につき助成金の

業

支給決定ごと
　に25

評

,000円（上限50

価

,000円）

位
置
づ
け

シ

関連計画

根拠法令 特定

ー

求職者雇用支援事業補

ト

助金交付要綱

対象者 市

（

内事業者 事業期間 平成

様

３０年度 ～

実施方法 □

式

直営　□委託　□指定

１

管理　■補助・助成　

）

□その他

会計名 担当部 産業

Ｂ
　
事
　

環

業
　
実
　
績

２８年度実

境

績 ２９年度実績 ３０年

部

度実績 ３１年度計画

　

一

　 ・補助件数　0件 ・

般

補助件数　　　　13

会

2件
　 　 ・補助金額　

計

0円 ・補助金額　6,

特

600,000円
　 　

定

　 　
　　　―――――

求

―― 　　　―――――

職

――

　特定求職者雇用

者

開発助成金の所管であ

雇

る愛知労働局と連携し

用

、助成金の申請対象事

支

業者に対して、本補助

援

制度の周知に

成果
つい

事

て連携協力を図った。

業

　本補助制度の申請対

担

象となる対象労働者を

当

雇用する事業者への周

課

知が不足しており、申

商

請実績がなかったため

工

、愛知労

働局だけでな

業

く、ハローワーク刈谷

振

等とも連携した事業者

興

への周知方法を幅広く

課

検討し、事業の周知徹

款

底を図る必要があ
課題

項

ると考える。

指標名称

目

（単位）
実績値 目標値

担

２８年度 ２９年度 ３０

当

年度 ３１年度 ３年度

活

係

動 特定求職者雇用支援

工

事業補助金申請件数（

業

件） ― ― 0 132 13

振

2
指標

指標
　近隣市に



係

5 1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　就職

平

困難者を継続雇用する

成

労働者として雇入れた

３

事業者
・法的業務

高い

１

に対して、当該労働者

年

への賃金相当額の一部

度

を助成するこ
必要性 ・

（

市民ニーズ、社会需要

平

とは、就職困難者の雇

成

用機会の増大に資する

３

ものであるた
・市民生

０

活上必要である　など

年

め、支援する必要があ

度

る。

　厚生労働省「特

評

定求職者雇用開発助成

価

金（特定就職困難
・コ

）

ストの節減、費用対効

刈

果
普通

者コース）」の

谷

支給決定を本市への申

市

請要件として定めて
効

事

率性 ・執行体制の効率

務

性 おり、申請方法が簡

事

易であり、利便性の高

業

い手段であると
・手段

評

の最適性　など 考える

価

。

　就職困難者のを継

シ

続雇用する労働者とし

ー

て雇用した事業
・市が

ト

主体となって実施する

（

高い
者を支援すること

様

は、本市の雇用、就労

式

の安定確保を進め
妥当

２

性 　べき事業であるか

）

るうえで有効で必要で

会

あると考える。
・総合

計

計画との整合性　など

名

　総合計画において、

担

雇用、就労の安定確保

当

は一層の充実

施策への

部

・施策への貢献度
普通

産

を図る必要があるとさ

業

れており、申請実績の

環

ない本事業に
・目標達

境

成度 ついても事業者へ

部

の周知徹底を図ること

一

により制度利用へ
貢献

般

度 ・市民サービスへの

会

効果　など 繋げ、就職

計

困難者の雇用機会の増

特

大への一助として考え

定

て
いる。

今後の方向性

求

□拡充　□現状維持　

職

□改善・効率化　■縮

者

小　□終期設定　□休

雇

止・廃止

　申請実績が

用

なかったため、「特定

支

求職者雇用開発助成金

援

（特定就職困難者コー

事

ス）」の申請先となる

業

、愛知労働局
へ本補助

担

金の制度周知の協力を

当

継続して実施するとと

課

もに、ハローワーク刈

商

谷等関係各機関との連

工

携を図り制度の周
知徹

業

底を図っていく。また

振

、対象労働者を雇用す

興

る事業者の申請状況を

課

愛知労働局より適宜情

款

報収集し、申請件数の

項

見込みについて、検討

目

を行っていく。

担当係 工

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

業

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

振

　
価
　
∨

興



係

増加を目指す。
課題

指

工

標名称（単位）
実績値

業

目標値

２８年度 ２９年

振

度 ３０年度 ３１年度 ３

興

年度

成果 ビジネススク

係

ール及び講演会参加人

7

数（人） 676 383

1

611 480 480
指

1

標
成果 産業が活発であると思う市民の割合 93.7 ― 92.7 94.0 95.0
指標 （％）

　近隣の商工会議所等でも、同様に中小企業からの経営相談に対して指導助言を行っているが、外部の専門
他市との 家を派遣しているのは本市のみである。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,710 7,827 8,710 8,710 合計 8,710,000 円
委託料 8,710,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 8,710 7,827 8,710 8,710

職員人件費　② 1,563 1,551 1,543 1,548

総事業費（①＋②） 10,273 9,378 10,253 10,258

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 産業振興

基本施

平

策 商工業
施策体系

施策

成

の内容 工業の振興

目
　

３

　
　
的

新製品、新技術

０

の開発を支援すること

年

により

主
た
る
内
容

市内

度

企業を積極的に支援す

評

るため、企業が抱
市内

価

中小企業を活性化させ

）

、「ものづくりの える

刈

様々な課題の相談に応

谷

じ、新たな事業展
まち

市

刈谷」の発展を促進す

事

る。 開、新製品開発等

務

について相談指導、現

事

場指
導する事業を商工

業

会議所に委託する。

位

評

置
づ
け

関連計画  

根拠

価

法令 刈谷市中小企業振

シ

興基本条例

対象者 市内

ー

事業者 事業期間 平成１

ト

６年度 ～

実施方法 □直

（

営　■委託　□指定管

様

理　□補助・助成　□

式

その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業

産

　
実
　
績

２８年度実績

業

２９年度実績 ３０年度

環

実績 ３１年度計画

・相

境

談・指導事業 ・相談・

部

指導事業 ・相談・指導

一

事業 ・相談・指導事業

般

（相談・指導件数　1

会

79件） （相談・指導

計

件数　143件） （相

中

談・指導件数　133

小

件） （相談・指導件数

企

　140件）
・講演会

業

事業 ・講演会事業 ・講

新

演会事業 ・講演会事業

開

（開催回数　16回）

発

（開催回数　13回）

マ

（開催回数　11回）

ネ

（開催回数　15回）

ジ

　相談と指導、ビジネ

メ

ススクールと講演会の

ン

開催事業を中心に、中

ト

小企業の活性化に貢献

事

している。また、アン

業

ケートを

成果
実施し、

担

企業からの要望を聞き

当

取りながら内容のさら

課

なる充実に取り組み、

商

企業の経営体質や品質

工

の改善、若手社員の教

業

育等に有益な事業とな

振

っている。

　企業の抱

興

えている様々な課題に

課

的確に対応するため、

款

より一層の相談体制の

項

充実が求められる。ま

目

た、本事業を積極的

に

担

広報し、相談や指導の

当

件数、各種参加者数の



業

千円。（ただし中小企

振

業者が行う依頼試験、

興

人材育成、展示会出展

係

等の補助事業の合計額

7

）
比較検証

1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,059 5,015 5,129 6,000 合計 5,129,108 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 5,129,108 円

一般財源 5,059 5,015 5,129 6,000

職員人件費　② 782 775 772 1,935

総事業費（①＋②） 5,841 5,790 5,901 7,935

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　

１

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 産業振興

基本施策 商

平

工業
施策体系

施策の内

成

容 工業の振興

目
　
　
　

３

的

市内企業の新たな技

０

術開発を促進し、技術

年

力

主
た
る
内
容

市内企業

度

が公的試験機関である

評

あいち産業科
向上によ

価

る事業の発展と経営の

）

安定を図る｡ 学技術総

刈

合センター、名古屋市

谷

工業研究所及
び公益財

市

団法人科学技術交流財

事

団あいちシン
クロトロ

務

ン光センターが行う依

事

頼試験等を利
用した場

業

合に、その費用の一部

評

を補助する｡
〇補助対

価

象経費　公的機関に納

シ

入した依頼試
　験等の

ー

利用に要した手数料
〇

ト

補助金の額　納入した

（

依頼試験等の利用に
　

様

要した手数料の2/3

式

（円未満切捨て）
　※

１

1年度につき上限50

）

0千円

位
置
づ
け

関連計

会

画  

根拠法令 刈谷市新

計

産業技術開発支援補助

名

金交付要綱

対象者 市内

担

事業者 事業期間 平成２

当

２年度 ～

実施方法 □直

部

営　□委託　□指定管

産

理　■補助・助成　□

業

その他

環境部

一般会計
新

Ｂ
　
事
　
業

産

　
実
　
績

２８年度実績

業

２９年度実績 ３０年度

技

実績 ３１年度計画

・補

術

助金額　5,059,

開

439円 ・補助金額　

発

5,015,371円

支

・補助金額　5,12

援

9,108円 ・補助金

補

額　6,000,00

助

0円

　企業の新たな技

事

術開発を支援するとと

業

もに、公的試験機関の

担

利用促進の一助となっ

当

た。

成果

　補助制度の

課

周知を図り、より多く

商

の企業に対して新たな

工

技術開発を促す必要が

業

ある。

課題

指標名称（

振

単位）
実績値 目標値

２

興

８年度 ２９年度 ３０年

課

度 ３１年度 ３年度

活動

款

申請件数（件） 117

項

115 114 120 1

目

30
指標

指標
　公的機

担

関を利用した技術開発

当

の支援は刈谷市と安城

係

市のみである。
他市と

工

の 安城市38,000



係

）
実績値 目標値

２８年

7

度 ２９年度 ３０年度 ３

1

１年度 ３年度

成果 契約

1

、取引成立件数（件） 58 377 160 100 100
指標

指標
　碧南市15,000千円（合同企業説明会出展補助も含む）、西尾市1,500千円、安城市38,000千円（ただし、

他市との 安城市は販路拡大のほか、人材育成、人材確保、依頼試験等の補助を含む）
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,527 3,412 2,574 2,000 合計 2,573,875 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 2,573,875 円

一般財源 2,527 3,412 2,574 2,000

職員人件費　② 1,563 1,551 1,543 1,548

総事業費（①＋②） 4,090 4,963 4,117 3,548

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

１

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 産業

（

振興

基本施策 商工業
施

平

策体系
施策の内容 工業

成

の振興

目
　
　
　
的

市内

３

企業が、市場開拓や販

０

路拡大等のために

主
た

年

る
内
容

見本市等に出展

度

する市内事業者に対し

評

て出展
展示商談会や見

価

本市等へ出展すること

）

により 費用の一部を補

刈

助する。
、自立的発展

谷

を促すとともに市内企

市

業の経営 〇対象経費　

事

　出展料
基盤の強化を

務

支援する。 〇補助率　

事

　　1/2
〇補助限度

業

額　20万円

位
置
づ
け

評

関連計画

根拠法令 刈谷

価

市中小企業見本市等出

シ

展支援事業補助金交付

ー

要綱

対象者 市内事業者

ト

事業期間 平成２９年度

（

～

実施方法 □直営　■

様

委託　□指定管理　■

式

補助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 産

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

業

績

２８年度実績 ２９年

環

度実績 ３０年度実績 ３

境

１年度計画

・交付件数

部

　　　　　9件 ・交付

一

件数　　　 　16件

般

・交付件数　　　 　

会

16件 ・交付件数　　

計

　 　10件
・補助金

見

額　2,527,02

本

3円 ・補助金額　3,

市

412,000円 ・補

等

助金額　2,573,

出

875円 ・補助金額　

展

2,000,000円

支

　補助金を交付するこ

援

とで企業の出展意欲を

事

喚起し、市内の優れた

業

ものづくりの技術力を

担

発信して企業の販路拡

当

大や新た

成果
なビジネ

課

スパートナーの発掘を

商

支援できた。

　申請件

工

数は前年度と同数であ

業

ったが、周知について

振

はまだ不十分であり、

興

今後も継続した周知が

課

課題である。

　「過去

款

に出展したことのある

項

見本市等に出展すると

目

き」という要件の緩和

担

を実施したことにより

当

、申請件数が増加した

係

課題
ため、今後も事業

工

者の意見を反映し、利

業

便性の向上に向けた補

振

助要件の検討を図って

興

いく。

指標名称（単位



係

１年度 ３年度

活動 事業

7

認定申請件数（件） 3

1

5 1 2 2
指標

指標
　西

1

三河地域のほとんどの市において愛知県の補助要件に準じて補助を実施しているため、補助対象分野、
他市との 投資規模要件等が本市に比べて限定されている。なお、平成31年度当初予算ベースでは碧南市18,385千円、
比較検証 安城市0円、西尾市449,997千円、知立市0円、高浜市20,429千円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 29,318 280,167 260,000 合計 280,167,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 8,009 64,594 87,923 交付金 280,167,000 円

一般財源 0 21,309 215,573 172,077

職員人件費　② 3,517 2,714 3,472 3,483

総事業費（①＋②） 3,517 32,032 283,639 263,483

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 新あいち創造産業立地補助金

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

１

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 産業

（

振興

基本施策 商工業
施

平

策体系
施策の内容 工業

成

の振興

目
　
　
　
的

企業

３

の流出防止、雇用の維

０

持・拡大や経営基

主
た

年

る
内
容

企業が、工場・

度

研究所の新増設及び改

評

修、又
盤の強化等を図

価

り、地域経済の振興と

）

市民生 は機械設備装置

刈

を購入した場合にその

谷

費用の
活の向上に寄与

市

する。 一部を補助する

事

。
　なお、愛知県新あ

務

いち創造産業立地補助

事

金
交付要綱のＡタイプ

業

に採択された場合、又

評

は
市内で立地を伴う設

価

備投資を行った場合は

シ

、
補助金を上乗せする

ー

。

位
置
づ
け

関連計画

根

ト

拠法令 愛知県新あいち

（

創造産業立地補助金交

様

付要綱、刈谷市産業立

式

地促進補助金交付要綱

１

対象者 企業 事業期間 平

）

成２４年度 ～

実施方法

会

□直営　□委託　□指

計

定管理　■補助・助成

名

　□その他

担当部 産業環境部

Ｂ
　
事

一

　
業
　
実
　
績

２８年度

般

実績 ２９年度実績 ３０

会

年度実績 ３１年度計画

計

・交付実績   0件

産

・交付実績   2件

業

 29,318千円・

立

交付実績  5件 2

地

80,167千円・交

促

付見込　3件 260

進

,000千円

　愛知県

補

の補助制度も取り入れ

助

ながら、本市独自の投

事

資促進制度を構築し、

業

企業の設備投資等を促

担

した。また、企業に対

当

成果
して事業計画の段

課

階から相談に応じ、本

商

制度の利用促進に努め

工

た。さらに、愛知県の

業

補助制度の利用につい

振

ても企業と連

携しなが

興

ら対応し、企業の負担

課

軽減と事業拡大に寄与

款

することで、企業の市

項

外流出防止とともに地

目

域経済の振興を図るこ

担

とができた。

　愛知県

当

への事前申請準備と企

係

業の投資計画策定の調

工

整に時間を要している

業

。

課題

指標名称（単位

振

）
実績値 目標値

２８年

興

度 ２９年度 ３０年度 ３



7

業種への企業訪問を実

1

施することで、他業種

1

の経営課題の把握と本市の支援メニューをＰＲするこ

とで利用を促進できた。　

　製造業以外の多様な業種への企業訪問を継続して実施すること。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 訪問企業数（社） 53 71 81 100 100
指標

指標
　安城市51,254千円（中小企業ビジネス支援事業）

他市との 　
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 13,772 13,440 5,381 6,708 合計 5,381,166 円
賃金 4,467,950 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 77,000 円
委託料 810,216 円

一般財源 13,772 13,440 5,381 6,708 使用料及び賃借料 26,000 円

職員人件費　② 0 0 386 387

総事業費（①＋②） 13,772 13,440 5,767 7,095

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

１

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 産業振

（

興

基本施策 商工業
施策

平

体系
施策の内容 工業の

成

振興

目
　
　
　
的

市内企

３

業の経営基盤の強化を

０

図ることで、中

主
た
る

年

内
容

○経営力強化支援

度

小企業の活性化を促す

評

。 　企業ＯＢを中小企

価

業コンシェルジュとし

）

て
　雇用し、市内企業

刈

の課題調査及び支援方

谷

策
　を検討する。

位
置

市

づ
け

関連計画

根拠法令

事

刈谷市中小企業振興基

務

本条例

対象者 市内企業

事

事業期間 平成２８年度

業

～

実施方法 ■直営　■

評

委託　□指定管理　□

価

補助・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

計

績

２８年度実績 ２９年

名

度実績 ３０年度実績 ３

担

１年度計画

・中小企業

当

コンシェルジュに ・中

部

小企業コンシェルジュ

産

に ・中小企業コンシェ

業

ルジュに ・中小企業コ

環

ンシェルジュに
　よる

境

企業訪問　    5

部

3社 　よる企業訪問　

一

　　71社 　よる企業

般

訪問   　 81社

会

　よる企業訪問　　 

計

100社
・企業人材パ

中

ワーアップセミ ・企業

小

人材パワーアップセミ

企

※企業人材パワーアッ

業

プセミ ※企業人材パワ

活

ーアップセミ
　ナー受

性

講者数　    79

化

人 　ナー受講者数　　

事

　61人 　ナー等は中

業

小企業人材育成 　ナー

担

等は中小企業人材育成

当

・女性の活躍推進セミ

課

ナー ・企業のための女

商

性活躍推進 　支援事業

工

にて実施 　支援事業に

業

て実施
　受講者数　　

振

  　  14人 　セ

興

ミナー受講者数　 9

課

人
・女性の活躍推進講

款

演会 ・子育て女性の再

項

就職応援セ
　参加者数

目

　　　    49人

担

　ミナー受講者数　 

当

 10人

　市内企業を

係

訪問して経営課題を把

工

握することで、課題に

業

対応した支援方策を検

振

討できた。また、情報

興

通信業、サービス

成果

係

業等の製造業以外への



1

名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 来場者数(人) 26,000 25,000 26,000 24,000 24,000
指標
活動 参加企業数(社) 72 58 56 72 72
指標

　安城市は5年に1度の開催である。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 10,428 9,992 10,180 10,622 合計 10,179,824 円
需用費 229,284 円

財
　
源

特定財源 1,120 497 870 1,000 委託料 8,858,160 円
使用料及び賃借料

一般財源 9,308 9,495 9,310 9,622 1,092,380 円

職員人件費　② 2,345 2,326 2,315 2,709

総事業費（①＋②） 12,773 12,318 12,495 13,331

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 広告料収入

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

１

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

年

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

度

合計画
分野 産業振興

基

（

本施策 商工業
施策体系

平

施策の内容 商業の活性

成

化

目
　
　
　
的

刈谷産業

３

まつりを開催し、人と

０

産業のふれあ

主
た
る
内

年

容

碧海5市の事業者に

度

よる製品や商品の展示

評

と即
い、交流をテーマ

価

に活気と魅力あふれる

）

街づ 売、県外からの物

刈

産展、市内商工業団体

谷

等に
くりを目指す。 よ

市

る即売会、各種イベン

事

トを開催する。

位
置
づ

務

け

関連計画

根拠法令 刈

事

谷市中小企業振興基本

業

条例

対象者 対象者を限

評

定せず 事業期間 平成９

価

年度 ～

実施方法 ■直営

シ

　■委託　□指定管理

ー

　□補助・助成　□そ

ト

の他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　

担

実
　
績

２８年度実績 ２

当

９年度実績 ３０年度実

部

績 ３１年度計画

・開催

産

月日　11月5日、6

業

日 ・開催月日　11月

環

4日、5日 ・開催月日

境

　11月3日、4日 ・

部

開催月日　11月2日

一

、3日
・開催場所 ・開

般

催場所 ・開催場所 ・開

会

催場所　
　　産業振興

計

センター 　　産業振興

産

センター 　　産業振興

業

センター 　　産業振興

展

センター
・来場者数　

開

26,000人 ・来場

催

者数　25,000人

事

・来場者数　26,0

業

00人 ・来場者数　2

担

4,000人

　市民へ

当

の企業ＰＲをはじめ、

課

企業間交流の場として

商

の成果があった。また

工

、２年に１度開催され

業

るデンソー夢卵が同日

振

成果
開催され、両会場

興

の回遊性を高めるイベ

課

ントを実施することで

款

多くの集客を確保でき

項

た。市民に地域産業の

目

理解を深める

とともに

担

、出展者の相互交流に

当

より事業者の新たなビ

係

ジネスチャンスの場と

工

もなっている。

　広く

業

市民のみなさんに楽し

振

んでご来場いただくと

興

ともに、地元産業のＰ

係

Ｒの場となるようイベ

7

ント内容を充実させる

1

必

要がある。
課題

指標



興

３１年度 ３０年度

（決

係

算） （決算） （決算）

7

（予算） 事業費内訳

事

1

業費　① 9,445 9

1

,445 9,445 11,945 合計 9,445,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 9,445,000 円

一般財源 9,445 9,445 9,445 11,945

職員人件費　② 391 388 386 387

総事業費（①＋②） 9,836 9,833 9,831 12,332

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

１

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 産

（

業振興

基本施策 商工業

平

施策体系
施策の内容 商

成

業の活性化

目
　
　
　
的

３

商工業振興団体に対し

０

、団体及び事業補助を

年

主
た
る
内
容

団体運営及

度

び団体の実施事業に補

評

助金を交付
実施し、商

価

工業の活性化を図る。

）

する。
・愛知県中小企

刈

業団体中央会
・刈谷商

谷

工会議所
・中小企業相

市

談所
・刈谷市商店街連

事

盟
・刈谷鉄工協議会
・

務

刈谷菓子工業組合

位
置

事

づ
け

関連計画  

根拠法

業

令 刈谷市補助金等交付

評

規則、刈谷市中小企業

価

振興基本条例

対象者 各

シ

種団体 事業期間 ～

実施

ー

方法 □直営　□委託　

ト

□指定管理　■補助・

（

助成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ

当

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

部

年度実績 ２９年度実績

産

３０年度実績 ３１年度

業

計画

・6団体　9,4

環

45,000円交付 ・

境

6団体　9,445,

部

000円交付 ・6団体

一

　9,445,000

般

円交付 ・6団体　9,

会

445,000円交付

計

　

　各団体の積極的な

商

事業実施により、市民

工

への啓発、労働者の育

業

成、事業者への支援等

振

が図られ、商工業の活

興

性化につな

成果
がった

団

。

　慣例的な支出とせ

体

ず、事業費を対象とし

補

て、事業の公共性や公

助

益性を精査し、補助金

事

支出の根拠や補助金額

業

の積算根拠

を明確にす

担

る必要がある。
課題

指

当

標名称（単位）
実績値

課

目標値

２８年度 ２９年

商

度 ３０年度 ３１年度 ３

工

年度

活動 交付団体数（

業

団体） 6 6 6 6 6
指標

振

 
指標

他市との
比較検

興

証

課

款 項 目 担当係 商

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

業

ス
　
ト

単位：千円
２８

振

年度 ２９年度 ３０年度



係

円、西尾市1,052

商

千円、知立市1,59

業

6千円
比較検証

振興係

7 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,035 6,863 7,242 7,590 合計 7,242,124 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 7,242,124 円

一般財源 6,035 6,863 7,242 7,590

職員人件費　② 782 775 386 387

総事業費（①＋②） 6,817 7,638 7,628 7,977

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 産業振興

基本施

平

策 商工業
施策体系

施策

成

の内容 商業の活性化

目

３

　
　
　
的

商業団体が維

０

持管理している街路灯

年

等の電灯

主
た
る
内
容

商

度

業団体が維持管理して

評

いる街路灯等の電灯
料

価

等を補助し、商店街の

）

経費節減及び防犯効 料

刈

、電球交換費及び道路

谷

占用料を100％補助

市

す
果を高める。 る。

位

事

置
づ
け

関連計画  

根拠

務

法令 刈谷市商業団体事

事

業費補助金交付要綱

対

業

象者 団体・事業者 事業

評

期間 昭和５５年度 ～

実

価

施方法 □直営　□委託

シ

　□指定管理　■補助

ー

・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

担

８年度実績 ２９年度実

当

績 ３０年度実績 ３１年

部

度計画

・利用団体　7

産

団体 ・利用団体　7団

業

体 ・利用団体　7団体

環

・利用団体　7団体
・

境

補助金額　6,034

部

,989円 ・補助金額

一

　6,862,509

般

円 ・補助金額　7,2

会

42,124円 ・補助

計

金額　7,590,0

商

00円

　商店街の街路

業

灯の維持管理経費を支

団

援することで、商店街

体

の活性化と防犯対策に

街

貢献している。また、

路

組合員の減少等

成果
に

灯

より財政基盤が弱体化

等

している商業団体の負

電

担を軽減することで、

灯

商業団体の活動継続を

料

支援した。

　組合員等

補

の減少や商店街の衰退

助

などの理由から、街路

事

灯の所有及び維持管理

業

が困難になった場合の

担

対応について、早急

に

当

検討する必要がある。

課

課題

指標名称（単位）

商

実績値 目標値

２８年度

工

２９年度 ３０年度 ３１

業

年度 ３年度

活動  補助

振

対象商業団体数（団体

興

） 7 7 7 7 7
指標

 
指

課

標
　近隣市においても

款

補助条件などに差はあ

項

るが、電灯料等の補助

目

事業を行っている。
他

担

市との 　近隣市予算額

当

　碧南市5,798千



興

んにし、販売促進と商

係

店街の活性化が図られ

7

た。

成果
・商業団体が

1

愛知県の補助金を活用

1

した際の自己負担分に対して市で協調して補助したことにより、商業団体に掛かる負

担の軽減と市の持ち出しを削減することができた。

　地域の盆踊りなどと同時開催している夏祭りイベントが多く、地元住民には喜ばれている。今後は商店街各店舗の集客

力を高め、売上向上につなげていく事業を実施する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 交付団体数（団体） 10 8 9 10 10
指標
成果 商店街のイベントなどに参加したことのある市民の 35.1 ー 35.4 42.0 45.0
指標 割合（％）

　補助条件等は異なるが、近隣市のほとんどが補助事業を行っている。なお、平成30年度当初予算ベースで
他市との は碧南市600千円、安城市38,000千円、西尾市1,522千円
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 10,764 13,672 13,875 18,009 合計 13,875,440 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 3,927 5,577 5,445 5,425 交付金 13,875,440 円

一般財源 6,837 8,

Ｄ

095 8,430 12

　

,584

職員人件費　

　

② 2,345 2,32

　

6 2,315 2,70

Ｏ

9

総事業費（①＋②）

　

13,109 15,9

　

98 16,190 20

∧

,718

建
設
事
業

全体

　

事業費（単位：千円）

　

0 ３０年度特定財源名

実

称

３０年度までの累積

　

事業費 0 げんき商店街

　

推進事業費補助
金（県

施

）

２年度以降の事業費

　

見込 0

　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

１

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 産

（

業振興

基本施策 商工業

平

施策体系
施策の内容 商

成

業の活性化

目
　
　
　
的

３

商業団体が行う事業等

０

の実施に要する費用を

年

主
た
る
内
容

商業団体が

度

その活性化のために行

評

う各種事業
補助し、中

価

小商業者の組織化を促

）

進するとと にかかる経

刈

費の一部を補助する。

谷

もに、その経営の合理

市

化及び販路の開拓を図

事

り、商業の活性化を目

務

指す。

位
置
づ
け

関連計

事

画  

根拠法令 刈谷市中

業

小企業振興基本条例、

評

刈谷市商業団体事業費

価

補助金交付要綱

対象者

シ

商店街振興組合等 事業

ー

期間 昭和５５年度 ～

実

ト

施方法 □直営　□委託

（

　□指定管理　■補助

様

・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

産

８年度実績 ２９年度実

業

績 ３０年度実績 ３１年

環

度計画

補助金額　10

境

,764,050円 補

部

助金額　13,672

一

,176円 補助金額　

般

13,875,440

会

円 補助金額　18,0

計

09,000円
補助事

商

業の主な活動内容 補助

業

事業の主な活動内容 補

団

助事業の主な活動予定

体

補助事業の主な活動予

事

定
・商店街の催事 ・商

業

店街の催事 ・商店街の

費

催事 ・商店街の催事
　

補

夏祭りや納涼映画祭 　

助

夏祭りや納涼映画祭 　

事

夏祭りや納涼映画祭 　

業

夏祭りや納涼映画祭
・

担

広告宣伝事業 ・広告宣

当

伝事業 ・広告宣伝事業

課

・広告宣伝事業
　情報

商

誌や商店街マップの作

工

　情報誌の作成 　情報

業

誌や商店街マップの作

振

　情報誌や商店街マッ

興

プの作
　成 ・愛リスシ

課

ール事業 　成 　成
・カ

款

リアンナイト ・ホーム

項

ページ更新事業 ・ホー

目

ムページ更新事業 ・ホ

担

ームページ更新事業
・

当

カリアンナイト ・カリ

係

アンナイト ・カリアン

商

ナイト

・顧客へのサー

業

ビス及び地域住民のコ

振

ミュニケーションを盛



7

事業資金
　143件　

1

補助金11,057,

1

648円　132件　補助金9,934,718円 　134件　補助金9,369,666円 　140件

　中小企業の融資による円滑な資金繰りを支援し、経営の安定化の一助となった。

成果

　景気動向などにより、対象となる融資制度や補助率、補助限度額を見直す必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 申請件数（件） 349 328 280 350 370
指標
成果 融資実績額（万円） 333,538 359,826 242,015 360,000 370,000
指標

　他市においても、信用保証料の補助を行っている。
他市との 　近隣市予算額　碧南市20,878千円、安城市60,000千円、西尾市19,921千円、知立市9,327千円、
比較検証 高浜市13,000千円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 35,533 33,712 24,623 40,000 合計 24,622,777 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 24,622,777 円

一般財源 35,533 33,712 24,623 40,000

職員人件

Ｄ

費　② 1,172 1,

　

163 772 774

総

　

事業費（①＋②） 36

　

,705 34,875

Ｏ

25,395 40,7

　

74

建
設
事
業

全体事業

　

費（単位：千円） 0 ３

∧

０年度特定財源名称

３

　

０年度までの累積事業

　

費 0

２年度以降の事業

実

費見込 0

　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

１

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 産業振

（

興

基本施策 商工業
施策

平

体系
施策の内容 商業の

成

活性化

目
　
　
　
的

市内

３

中小企業の発展のため

０

の融資が円滑に行

主
た

年

る
内
容

愛知県信用保証

度

協会の保証により融資

評

を受け
われるよう信用

価

保証料を補助し、経費

）

の軽減 た中小企業に対

刈

し、その金額に対する

谷

信用保
を図る。 証料の

市

全部又は一部を補助す

事

る。
○補助融資制度　

務

愛知県小規模企業等振

事

興資
　金・愛知県経済

業

環境適応資金・刈谷市

評

商工
　業者事業資金
○

価

補助率　融資制度、借

シ

入額に応じて100～

ー

　
　　　　　50％の

ト

間で変動。
○限度額　

（

同一年度内で200千

様

円
　　　　（市外事業

式

者は100千円）

位
置

１

づ
け

関連計画  

根拠法

）

令 信用保証料補助金交

会

付要綱

対象者 市内事業

計

者 事業期間 昭和５６年

名

度 ～

実施方法 □直営　

担

□委託　□指定管理　

当

■補助・助成　□その

部

他

産業環境部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実

計

　
績

２８年度実績 ２９

信

年度実績 ３０年度実績

用

３１年度計画

・愛知県

保

小規模企業等振興資 ・

証

愛知県小規模企業等振

料

興資 ・愛知県小規模企

補

業等振興資 ・愛知県小

助

規模企業等振興資
　金

事

　金 　金 　金
　52件

業

　補助金3,865,

担

568円 　45件　補

当

助金4,183,24

課

7円 　53件　補助金

商

4,146,539円

工

　55件
・愛知県経済

業

環境適応資金 ・愛知県

振

経済環境適応資金 ・愛

興

知県経済環境適応資金

課

・愛知県経済環境適応

款

資金
　154件　補助

項

金20,610,00

目

9円　151件　補助

担

金19,593,75

当

0円　93件　補助金

係

11,106,572

商

円 　155件
・刈谷市

業

商工業者事業資金 ・刈

振

谷市商工業者事業資金

興

・刈谷市商工業者事業

係

資金 ・刈谷市商工業者



業

0,000千円

振興係

7 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 325,000 325,000 325,000 325,000 合計 325,000,000 円
貸付金 325,000,000 円

財
　
源

特定財源 325,000 325,000 325,000 325,000

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 391 388 386 387

総事業費（①＋②） 325,391 325,388 325,386 325,387

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 商工業振興資金預託金元金収
入

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　

１

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 産業振興

基本施策 商

平

工業
施策体系

施策の内

成

容 商業の活性化

目
　
　

３

　
的

金融機関との取引

０

機会の少ない中小規模

年

の商

主
た
る
内
容

愛知県

度

商工業振興資金融資制

評

度の運用資金と
工業者

価

が、事業上必要とする

）

資金の融資を円 して、

刈

市と県が協調して市内

谷

取扱金融機関に
滑にす

市

ることにより、その経

事

営の振興に資す 資金預

務

託を行う。
る。

位
置
づ

事

け

関連計画  

根拠法令

業

 

対象者 市内事業者 事

評

業期間 昭和６０年度 ～

価

実施方法 ■直営　□委

シ

託　□指定管理　□補

ー

助・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

担

２８年度実績 ２９年度

当

実績 ３０年度実績 ３１

部

年度計画

・利用件数　

産

52件 ・利用件数　5

業

4件 ・利用件数　48

環

件 ・利用件数　60件

境

・融資金額　270,

部

500,000円 ・融

一

資金額　457,30

般

0,000円 ・融資金

会

額　268,350,

計

000円 ・融資金額　

商

480,000,00

工

0円

　中小企業に対す

業

る低金利融資制度とし

振

て、資金調達の円滑化

興

に寄与している。

成果

資

　融資実績が預託額を

金

下回る状況のため、金

貸

融機関への円滑且つ効

付

果的な周知により利用

預

率向上を図るとともに

託

、預託額

の妥当性につ

事

いて愛知県と協議する

業

必要がある。
課題

指標

担

名称（単位）
実績値 目

当

標値

２８年度 ２９年度

課

３０年度 ３１年度 ３年

商

度

活動 利用件数(件)

工

52 54 48 60 70

業

指標
 

指標
　近隣市に

振

おいても規模の差はあ

興

るが、預託事業を行っ

課

ている。
他市との 　近

款

隣市予算額　碧南市：

項

100,000千円、

目

安城市：200,00

担

0千円、西尾市：15

当

0,000円、知立市

係

：100,000千円

商

比較検証 　高浜市：7



商業振

Ｃ
　
事

興

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

係

：千円
２８年度 ２９年

7

度 ３０年度 ３１年度 ３

1

０年度

（決算） （決算

1

） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 144,220 149,140 137,680 158,620 合計 137,680,000 円
貸付金 137,680,000 円

財
　
源

特定財源 144,220 149,140 137,680 158,620

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 391 388 386 387

総事業費（①＋②） 144,611 149,528 138,066 159,007

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 商工業者事業資金預託金元金
収入

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ

１

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 産業振興

基本施策

平

商工業
施策体系

施策の

成

内容 商業の活性化

目
　

３

　
　
的

市内の中小規模

０

の商工業者が、事業上

年

必要と

主
た
る
内
容

刈谷

度

市商工業者事業資金融

評

資制度の運用資金
する

価

資金の融資を円滑にす

）

ることにより、そ とし

刈

て市内取扱金融機関に

谷

資金を預託し、融
の経

市

営の合理化と健全な成

事

長発展を図る。 資の円

務

滑化を図る。

位
置
づ
け

事

関連計画  

根拠法令 刈

業

谷市商工業者事業資金

評

融資制度要綱

対象者 市

価

内事業者 事業期間 平成

シ

６年度 ～

実施方法 ■直

ー

営　□委託　□指定管

ト

理　□補助・助成　□

（

その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業

当

　
実
　
績

２８年度実績

部

２９年度実績 ３０年度

産

実績 ３１年度計画

・利

業

用件数　146件 ・利

環

用件数　137件 ・利

境

用件数　132件 ・利

部

用件数　150件
・融

一

資金額　455,40

般

0,000円 ・融資金

会

額　457,330,

計

000円 ・融資金額　

商

447,270,00

工

0円 ・融資金額　47

業

0,000,000円

者

　他の融資制度より有

事

利な金利で借入ができ

業

ることから、特に小規

資

模・零細企業の資金調

金

達の円滑化に寄与して

貸

いる。

成果

　利用率向

付

上のため、金融機関へ

預

の円滑且つ効果的な周

託

知を図る必要がある。

事

課題

指標名称（単位）

業

実績値 目標値

２８年度

担

２９年度 ３０年度 ３１

当

年度 ３年度

活動 利用件

課

数(件) 146 137

商

132 140 150
指

工

標
 

指標
　西尾市にお

業

いて、独自の預託事業

振

を行っている。
他市と

興

の 　近隣市予算額　西

課

尾市：300,000

款

千円
比較検証

項 目 担当係



交通機関が近在する等の理由により、他市と比較して利用者にとって良好な環境に
他市との ある。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 166,927 170,182 170,522 185,605 合計 170,521,786 円
役務費 158,667 円

財
　
源

特定財源 70,465 71,677 75,830 70,739 委託料 170,363,119 円

一般財源 96,462 98,505 94,692 114,866

職員人件費　② 782 775 772 774

総事業費（①＋②） 167,709 170,957 171,294 186,379

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 産業振興センター使用料
行政財産目的外使用料

２年度以降の事業費見込 0 施設賠償責任保険収入
電話料実費徴収金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

１

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 産業振興

基本

（

施策 商工業
施策体系

施

平

策の内容 商業の活性化

成

目
　
　
　
的

産業振興セ

３

ンターの施設管理をに

０

おいて効率

主
た
る
内
容

年

産業振興センターの施

度

設の保守・管理を都市

評

的な運営を図るととも

価

に、安全管理に努める

）

施設管理協会に指定管

刈

理する。
。

位
置
づ
け

関

谷

連計画  

根拠法令 刈谷

市

市公の施設に係る指定

事

管理者の指定の手続等

務

に関する条例

対象者 都

事

市施設管理協会 事業期

業

間 平成１７年度 ～

実施

評

方法 □直営　□委託　

価

■指定管理　□補助・

シ

助成　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ

計

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

名

年度実績 ２９年度実績

担

３０年度実績 ３１年度

当

計画

・使用区分単位の

部

利用率 ・使用区分単位

産

の利用率 ・使用区分単

業

位の利用率 ・使用区分

環

単位の利用率
　52.

境

81％ 　54.64％

部

　57.65％ 　60

一

.00％
・利用者数　

般

324,256人 ・利

会

用者数　326,00

計

0人 ・利用者数　34

施

6,882人 ・利用者

設

数　350,000人

管

　利用者も多分野に広

理

がりを見せており、管

事

理面で対応が難しい事

業

例があるが、経験豊か

担

なＯＢ等による管理・

当

運営のた

成果
め臨機応

課

変に対応し、安定的に

商

適正な運営が行われて

工

いる。

　会議室等の使

業

用料金と駐車場利用者

振

への補助額において収

興

支を見た場合、駐車場

課

補助額の方が大きい事

款

例があるため、

経営と

項

いう観点から、また他

目

施設との整合性を見な

担

がら検討する必要があ

当

ると考える。
課題

指標

係

名称（単位）
実績値 目

商

標値

２８年度 ２９年度

業

３０年度 ３１年度 ３年

振

度

活動 利用者数（人）

興

324,256 326

係

,000 346,88

7

2 330,000 35

1

0,000
指標

指標
　

3

使用料金が安く、公共



3,474 29,473 71,479

職員人件費　② 391 388 772 387

総事業費（①＋②） 1,485 3,862 30,245 71,866

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

１

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 産業振興

基本

（

施策 商工業
施策体系

施

平

策の内容 商業の活性化

成

目
　
　
　
的

産業振興セ

３

ンターの設備改修を実

０

施し、適正

主
た
る
内
容

年

産業振興センターの施

度

設・設備等の整備を行

評

な管理運営を行い、利

価

用者への安全性・利便

）

う。
性を確保する。 ○

刈

完成年月日　平成7年

谷

10月28日
○延床面

市

積　10,472㎡

位

事

置
づ
け

関連計画

根拠法

務

令

対象者 事業期間 ～

実

事

施方法 ■直営　□委託

業

　□指定管理　□補助

評

・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

会

８年度実績 ２９年度実

計

績 ３０年度実績 ３１年

名

度計画

・工事件数　1

担

件 ・工事件数　5件 ・

当

工事件数　6件　 　
　

部

　
　
　　　―――――

産

――

　冷温水発生機の

業

オーバーホールを行う

環

ことで、快適性、経済

境

性の向上に効果的であ

部

った。

成果

　建築後2

一

0年を経過し、設備の

般

老朽化が各所に見られ

会

るため、大規模改修の

計

タイミングなどを含め

施

て検討していく必要が

設

ある。
課題

指標名称（

改

単位）
実績値 目標値

２

修

８年度 ２９年度 ３０年

事

度 ３１年度 ３年度

指標

業

指標

他市との
比較検証

担当課 商工業振興課

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

款

　
ト

単位：千円
２８年

項

度 ２９年度 ３０年度 ３

目

１年度 ３０年度

（決算

担

） （決算） （決算） （

当

予算） 事業費内訳

事業

係

費　① 1,094 3,

商

474 29,473 7

業

1,479 合計 29,

振

473,159 円
需

興

用費 7,063,15

係

9 円

財
　
源

特定財源

7

0 0 0 0 工事請負費 2

1

2,410,000 

3

円

一般財源 1,094



当係 商業振興係

Ｃ
　
事
　
業

7

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

1

円
２８年度 ２９年度 ３

1

０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 40,483 7,448 16,506 45,000 合計 16,506,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 16,506,000 円

一般財源 40,483 7,448 16,506 45,000

職員人件費　② 3,517 3,490 3,472 2,709

総事業費（①＋②） 44,000 10,938 19,978 47,709

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 産業振興

基本

平

施策 商工業
施策体系

施

成

策の内容 商業の活性化

３

目
　
　
　
的

　小規模企

０

業者の設備投資の促進

年

及び経営基

主
た
る
内
容

度

　事業の継続・拡大の

評

ために一定額以上の設

価

盤の強化を図るため、

）

市内に所在する事業所

刈

備投資を行う小規模企

谷

業者に対して、補助金

市

に係る設備の更新等を

事

行う小規模企業者に対

務

を交付する。
して補助

事

金を交付する。 　なお

業

、経営革新計画の認定

評

を受けた設備投
資につ

価

いては、補助金を上乗

シ

せする。

位
置
づ
け

関連

ー

計画

根拠法令 刈谷市中

ト

小企業振興基本条例、

（

刈谷市小規模企業者設

様

備投資促進補助金交付

式

要綱

対象者 市内小規模

１

企業者 事業期間 平成２

）

９年度 ～ 平成３１年度

会

実施方法 □直営　□委

計

託　□指定管理　■補

名

助・助成　□その他

担当部 産業環境部

一

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

般

２８年度実績 ２９年度

会

実績 ３０年度実績 ３１

計

年度計画

・補助金額　

小

40,483,000

規

円 ・補助金額　7,4

模

48,000円 ・補助

企

金額　16,506,

業

000円 ・補助金額　

者

45,000,000

設

円

　小規模企業者の事

備

業継続及び拡大に伴う

投

設備投資に係る経費負

資

担を軽減することがで

促

きた。

成果

　申請内容

進

が多岐にわたり、審査

補

に時間を要しているた

助

め、審査方法について

事

検討をする必要がある

業

。

課題

指標名称（単位

担

）
実績値 目標値

２８年

当

度 ２９年度 ３０年度 ３

課

１年度 ３年度

活動 申請

商

件数（件） 53 12 1

工

7 50 15
指標

指標
　

業

制度設計に相違点はあ

振

るが、碧南市において

興

小規模企業者の設備投

課

資に係る補助制度を持

款

っている。
他市との 碧

項

南市92,862千円

目

比較検証

担



目

を持っている。
他市と

担

の 　碧南市13,94

当

9千円　安城市1,5

係

00千円　知立市39

商

4千円、高浜市225

業

千円
比較検証

振興係

7 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 551 531 422 1,200 合計 422,153 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 422,153 円

一般財源 551 531 422 1,200

職員人件費　② 782 775 386 387

総事業費（①＋②） 1,333 1,306 808 1,587

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３１

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 産業振興

平

基本施策 商工業
施策体

成

系
施策の内容 商業の活

３

性化

目
　
　
　
的

小規模

０

事業者は、経営内容が

年

不安定であるこ

主
た
る

度

内
容

日本政策金融公庫

評

（国民生活事業）によ

価

る小
とや、担保・信用

）

力が乏しい等の理由か

刈

ら資 規模事業者経営改

谷

善資金融資制度（通称

市

マル
金調達に課題を抱

事

える場合が多い。その

務

ため 経融資）を小規模

事

事業者が利用した場合

業

、一
、商工会議所等の

評

経営指導を受けること

価

を条 定期間利子補給を

シ

行う。
件に日本政策金

ー

融公庫が無担保・無保

ト

証・低
利で融資を行う

（

小規模事業者経営改善

様

資金融
資制度の利用促

式

進を図り、資金調達を

１

支援す
る。

位
置
づ
け

関

）

連計画

根拠法令 刈谷市

会

小規模事業者経営改善

計

資金利子補給補助金交

名

付要綱

対象者 小規模事

担

業者 事業期間 平成２６

当

年度 ～ 令和２年度

実施

部

方法 □直営　□委託　

産

□指定管理　■補助・

業

助成　□その他

環境部

一般会計
小

Ｂ

規

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

模

年度実績 ２９年度実績

事

３０年度実績 ３１年度

業

計画

・補助金額　55

者

1,408円 ・補助金

経

額　530,699円

営

・補助金額　422,

改

153円 ・補助金額　

善

600,000円

　事

資

業者が支払う利子の一

金

部を補助することで、

利

小規模事業者経営改善

子

資金融資制度の利用促

補

進を図り、資金繰りの

給

一助

成果
とすることが

事

できた。

　助成制度の

業

周知を図り、小規模事

担

業者経営改善資金融資

当

制度のより一層の利用

課

促進を図る。

課題

指標

商

名称（単位）
実績値 目

工

標値

２８年度 ２９年度

業

３０年度 ３１年度 ３年

振

度

活動 申請件数（件）

興

27 41 24 35 40

課

指標

指標
　制度設計に

款

相違点はあるが、近隣

項

市においても助成制度



興

は、より多くの市民に

係

参加してもらえるよう

7

事業のＰＲ・周知が必

1

要である。ＫＡＲＩＹ

1

Ａビジネ

ス創造塾については、事業実施後の効果検証と事業者への継続支援を行っていく。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 参加商業者数（店舗） 153 129 146 175 175
指標
活動 経営課題が改善した店舗の割合（％） ― 80 100 100 100
指標

　刈谷市と商工会議所が協力して行う独自事業であるため、近隣市においては、同様の事業を行っていない
他市との 。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 6,387 7,000 合計 6,386,637 円
委託料 6,386,637 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 6,387 7,000

職員人件費　② 0 0 1,929 1,935

総事業費（①＋②） 0 0 8,316 8,935

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

１

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 産

（

業振興

基本施策 商工業

平

施策体系
施策の内容 商

成

業の活性化

目
　
　
　
的

３

市内全域の小売商業者

０

・サービス業者の活性

年

主
た
る
内
容

市内商業者

度

の販促力、自社製品や

評

商品のＰＲ
化のための

価

イベントや講習等を開

）

催し、やる 力の向上に

刈

つながるイベントや講

谷

習等の開催
気のある商

市

業者を支援する。 を委

事

託する。

位
置
づ
け

関連

務

計画

根拠法令 刈谷市中

事

小企業振興基本条例

対

業

象者 市内商業者 事業期

評

間 平成２９年度 ～

実施

価

方法 □直営　■委託　

シ

□指定管理　□補助・

ー

助成　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ

名

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

担

年度実績 ２９年度実績

当

３０年度実績 ３１年度

部

計画

・かりや商業まつ

産

り　一店逸 参加商業者

業

数 参加商業者数 参加商

環

業者数
　品運動　15

境

3店舗 ・刈谷ベストセ

部

レクション事 ・ＫＡＲ

一

ＩＹＡビジネス創造 ・

般

ＫＡＲＩＹＡビジネス

会

創造
※商業者活性化事

計

業にて実施 　業　25

が

店舗 　塾　　　25店

ん

舗 　塾　　　25店舗

ば

　決算額　9,882

る

千円 ・秋の大感謝祭レ

商

シートラ　 ・かりや商

業

業まつり　121店舗

者

・かりや商業まつり　

応

150店舗
　リー　1

援

04店舗
※商業フェア

事

開催事業にて実
　施　

業

決算額　6,655千

担

円

　かりや商業まつり

当

により、参加店の魅力

課

を発見してもらい、市

商

内商業者への理解を深

工

めるとともに、買い回

業

りを促すこ

成果
とで、

振

消費喚起に繋がった。

興

また、ＫＡＲＩＹＡビ

課

ジネス創造塾では、商

款

工会議所の経営指導員

項

の伴走型支援を実施す

目

る

ことで、それぞれの

担

事業者の経営課題を鮮

当

明にし、克服に向けた

係

支援を行うことで、魅

商

力ある店舗づくりを支

業

援すること

ができた。

振

　商業まつりについて



.3 90.0 90.0
指標
活動 就職相談窓口利用率（％） 66.6 66.6 66.6 100.0 100.0
指標

　事業化してセミナーや講座を開催している市はない。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 98 38 52 484 合計 51,840 円
委託料 51,840 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 98 38 52 484

職員人件費　② 1,563 1,551 1,543 774

総事業費（①＋②） 1,661 1,589 1,595 1,258

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

１

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

年

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

度

計画
分野 産業振興

基本

（

施策 商工業
施策体系

施

平

策の内容 雇用・就労の

成

安定確保

目
　
　
　
的

若

３

年者、女性、再就職希

０

望者等の就業支援及

主

年

た
る
内
容

県や関係機関

度

と連携して、新規学卒

評

者、学卒
び企業の人材

価

確保支援を実施し、就

）

業機会の 者の保護者、

刈

再就職希望者等に対し

谷

、セミナ
増大を図る。

市

ーや講座等を開催する

事

。
　また、労働者、事

務

業者に対し、就業環境

事

の
整備を啓発するセミ

業

ナーや講座を開催する

評

。

位
置
づ
け

関連計画  

価

根拠法令  

対象者 市民

シ

、事業者 事業期間 平成

ー

１９年度 ～

実施方法 ■

ト

直営　■委託　□指定

（

管理　□補助・助成　

様

□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　

部

業
　
実
　
績

２８年度実

産

績 ２９年度実績 ３０年

業

度実績 ３１年度計画

・

環

セミナー・講座回数　

境

　7回・セミナー・講

部

座回数    6回・

一

セミナー・講座回数　

般

　6回・セミナー・講

会

座回数　　6回
・就職

計

相談窓口開設回数 1

就

0回・就職相談窓口開

業

設回数  8回・就職

支

相談窓口開設回数 2

援

1回・就職相談窓口開

事

設回数 27回
　就職

業

相談窓口利用件数 1

担

4件・就職相談窓口利

当

用件数 27回

　参加

課

者からは、役に立った

商

、悩みが解消した、有

工

意義であった等の多く

業

の声が寄せられ、成果

振

を数値では表せないが

興

、

成果
就業支援に繋が

課

った。

　目まぐるしく

款

変化する雇用情勢に対

項

応した事業実施が求め

目

られるため、その時々

担

に見合った内容、開催

当

時期であったか

の検証

係

や、事業実施後のアフ

工

ターフォローを行う必

業

要があると考える。
課

振

題

指標名称（単位）
実

興

績値 目標値

２８年度 ２

係

９年度 ３０年度 ３１年

5

度 ３年度

活動 セミナー

1

、講座の参加率（％）

1

60.9 85.7 76



5

0千円
他市との ・連合

1

愛知三河西地域協議会

1

　碧南市270千円、安城市700千円
比較検証 ・愛知県労働者福祉協議会西三河支部　碧南市180千円、安城市250千円、西尾市219千円、知立市180千円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,230 3,076 2,440 4,400 合計 2,439,600 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 2,439,600 円

一般財源 3,230 3,076 2,440 4,400

職員人件費　② 391 388 386 387

総事業費（①＋②） 3,621 3,464 2,826 4,787

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

１

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 産業振

（

興

基本施策 商工業
施策

平

体系
施策の内容 雇用・

成

就労の安定確保

目
　
　

３

　
的

労働団体等に対し

０

団体及び事業補助を実

年

施し

主
た
る
内
容

次の3

度

団体に補助金を交付す

評

る。
て、労働者福祉の

価

支援を図る。 　また、

）

中小企業者の退職金共

刈

済制度への加
入促進の

谷

ため、加入事業者に対

市

し補助金を交
付する。

事

○労働団体
　刈谷市雇

務

用対策協議会
　連合愛

事

知三河西地域協議会
　

業

愛知県労働者福祉協議

評

会西三河支部
○中小企

価

業退職金共済制度加入

シ

促進補助金

位
置
づ
け

関

ー

連計画  

根拠法令 刈谷

ト

市補助金等交付規則、

（

刈谷市中小企業退職金

様

共済制度加入促進補助

式

金交付要綱

対象者 団体

１

・事業者 事業期間 昭和

）

４２年度 ～

実施方法 □

会

直営　□委託　□指定

計

管理　■補助・助成　

名

□その他

担当部 産業環境部

Ｂ
　
事
　

一

業
　
実
　
績

２８年度実

般

績 ２９年度実績 ３０年

会

度実績 ３１年度計画

・

計

3団体　2,400,

労

000円交付 ・3団体

働

　2,400,000

者

円交付 ・3団体　2,

福

400,000円交付

祉

・3団体　2,400

助

,000円交付
・中退

成

共　830,000円

事

交付 ・中退共　675

業

,600円交付 ・中退

担

共　　39,600円

当

交付 ・中退共　2,0

課

00,000円交付

　

商

各団体の積極的な取組

工

みにより、労働者等の

業

育成・支援が図られ、

振

工業の振興に繋がった

興

。

成果

　慣例的な支出

課

とせず、事業の公共性

款

や公益性を精査し支出

項

の根拠や補助金額の積

目

算根拠を明確にする必

担

要がある｡

課題

指標名

当

称（単位）
実績値 目標

係

値

２８年度 ２９年度 ３

工

０年度 ３１年度 ３年度

業

活動 中退共交付企業数

振

（件） 7 10 1 15 2

興

0
指標

 
指標

・雇用対

係

策協議会　西尾市11



1

算） （予算） 事業費内

1

訳

事業費　① 100,000 100,000 100,000 100,000 合計 100,000,000 円
貸付金 100,000,000 円

財
　
源

特定財源 100,000 100,000 100,000 100,000

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 391 388 386 387

総事業費（①＋②） 100,391 100,388 100,386 100,387

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0 労働金庫預託金元金収入

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

１

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 産業振興

（

基本施策 商工業
施策体

平

系
施策の内容 雇用・就

成

労の安定確保

目
　
　
　

３

的

住宅資金、生活資金

０

等を融資している東海

年

労

主
た
る
内
容

東海労働

度

金庫に資金を預託する

評

。
働金庫に資金を預託

価

し、労働者の借り入れ

）

を
円滑に進め、福利厚

刈

生を充実させる。

位
置

谷

づ
け

関連計画  

根拠法

市

令  

対象者 対象者を限

事

定せず 事業期間 ～

実施

務

方法 ■直営　□委託　

事

□指定管理　□補助・

業

助成　□その他

評価シート （様式

Ｂ

１

　
事
　
業
　
実
　
績

２８

）

年度実績 ２９年度実績

会

３０年度実績 ３１年度

計

計画

・預託金額　10

名

0,000,000円

担

・預託金額　100,

当

000,000円 ・預

部

託金額　100,00

産

0,000円 ・預託金

業

額　100,000,

環

000円

　労働者の福

境

利厚生を充実すること

部

ができた。

成果

　預託

一

金額の妥当性について

般

、検討、協議する。

課

会

題

指標名称（単位）
実

計

績値 目標値

２８年度 ２

労

９年度 ３０年度 ３１年

働

度 ３年度

活動  預託額

金

（千円） 100,00

庫

0 100,000 10

預

0,000 100,0

託

00 100,000
指

事

標
 

指標
　本事業は、

業

東海労働金庫が展開す

担

る融資に係る原資の一

当

部を、各市町村で協調

課

して預託するものであ

商

り、
他市との 近隣市に

工

おいても同様の制度を

業

行っている。
比較検証

振

　碧南市40,000

興

千円、知立市5,00

課

0千円

款 項 目 担当係 商業

Ｃ
　
事
　
業
　

振

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

興

２８年度 ２９年度 ３０

係

年度 ３１年度 ３０年度

5

（決算） （決算） （決


